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研究成果の概要（和文）：現代の国際経済では、条約上の規律だけでなく、私的な専門組織等が作成した非拘束
的な性質の規格や基準も重大な影響力を有している。本研究は、これらの規範群の生成や作用の実態を幅広く調
査するとともに、それらを包括的に取り込みうる理論枠組みを構築し、その固有の規範構造や社会的課題につい
て考察した。とりわけ、民主政治のプロセスを経ずに作成された私的規範が、いかなる条件の下で正統性を獲得
しうるかにつき、国内公法学が発展させてきた分析視角に依拠しながら、それをグローバルレベルに応用する可
能性を探究した。

研究成果の概要（英文）：In the modern international economy, not only treaty disciplines, but also 
standards and norms of a non-binding nature created by private organizations and others have a 
significant influence. This study investigates the actual conditions of the creation and functioning
 of these norms, develops a theoretical framework that can comprehensively incorporate them, and 
examines their specific normative structures and social problems. In particular, the study relied on
 the analytical perspectives developed by domestic public law studies regarding the conditions under
 which these private norms created without democratic political processes can acquire legitimacy, 
and explored the possibility of applying such analytical perspectives to the global level.

研究分野： 国際経済法学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を通じて、これまでの国際経済法の学問体系では専ら視野の外に置かれてきたグローバルな私的規範形成
という現象に、明確な法的位置づけと分析の視点を与えることができた。とりわけ本研究では、非条約・非拘
束・非公式な私的規範をも取り込みうる新たな概念枠組みを構想し、その固有の規範構造や社会的課題について
探究を進めることで、実際に社会で個人や企業が行動の基準としている多様な規範とその法的意義を総体的に捉
えることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) グローバル化の進展に伴い、市民生活に広く影響を与える規範が国家の立法府を介さずに
私的領域において形成されるという現象が顕著となりつつある。例えば、製品の安全規格や企業
会計のルールなどが国ごとに異なる状況の解消をめざして、各種の私的団体が国際基準の作成
に取り組んでいる。こうした私的な基準は、それ自体としては法規範ではないものの、市場参入
の条件として事実上の拘束力を有していたり、国家による規制の前提をなしていたりすること
がある。本研究では、このようなグローバルな私的規範形成が各々の分野で現実にどの程度進展
しており、その規範性がいかなる要素に基礎づけられているかを分析することを第 1 の目標と
して構想した。 
 
(2) さらに、こうしたグローバルな私的基準設定行為は、それが重要な規範的意義を持つにも
かかわらず、国家の立法府による統制が十分に及ばない点で、民主的正統性に関する懸念を引き
起こす事象である。もちろん、私的主体が関与する規範形成は、必ずしもグローバル化によって
初めて生起したものではなく、国内の文脈においても従来より観察されてきた現象であり、その
正統性を評価するための視点についても、すでに国内公法学が基本的な理論を提示してきた。し
かし、私的規範形成が国境を越えてグローバルな規模で展開される場合に、そうした国内公法学
上の視座がどの程度まで有効性を保ちうるのかについては、必ずしも十分な検討がなされてき
たとは言えない。そこで本研究では、こうした国内公法学における豊富な先行研究も踏まえつつ、
グローバルな私的規範形成に関して正統性を確保するための方策を探究し、かかる規範を社会
的に受容可能なものとするための実践的な制度設計等を提示することを第 2 の目標として据え
た。 
 
２．研究の目的 
 上述のように、国境を越えた経済活動に影響を及ぼす規範を、私的なものも含めて幅広く把握
し、その法的特質や社会的課題を明らかにしようとする研究は、世界的にも緒に就いたばかりで
ある。本研究は、かかる規範群、およびそれを作成する各種フォーラムを分野横断的に分析し、
それを一定の指標に照らしてモデル化することによって、包括的な理論枠組みを構築すること
を目的とする。また、こうした理論化の過程で国内公法学の知見をも導入し、私的規範形成に対
する公的な監督のあり方を（そのグローバルな展開の可能性も含めて）考察することで、かかる
諸規範の社会的正統性を評価するための有効な視座が得られると考えた。このような取り組み
を通じて、従来は法学的分析の対象から外されていた事象への関心を喚起することができれば、
国際経済法という学問領域の射程や方法論を見直すための 1 つの契機となる。また実務的にも、
現実の経済活動において大きな影響力を持っている規範を企業や政府が認識し、適切な戦略な
いし政策を立案していくうえで有用な見取り図を提供しうると考えた。 
 
３．研究の方法 
(1) 【関連する諸規範の収集】 国境を越えた経済活動に影響を及ぼす私的規範を幅広く収集
し、分析の材料として整理・蓄積した。なお、私的規範のなかには、貿易の技術的障害に関する
協定(TBT 協定)2.4 条や、衛生植物検疫措置協定(SPS 協定)3 条 1 項、あるいは投資協定の公正
衡平待遇規定などを通じて、各国政府の規制枠組みの基礎として用いることが要求されるもの
もあり、そのような私的規範と国家規範のリンケージが存在する分野に関しては、特に留意して
規範を収集・整理した。 
 
(2) 【規範作成を担うフォーラムの把握】 私的規範を作成する各々のフォーラムにつき、そ
の成立経緯や構成員、運営ルール、意思決定に関わる手続、透明性や説明責任といった点を幅広
く調査の対象とした。また、紛争解決制度や異議申立制度、複数のフォーラムの間での協力・連
携関係などは、規範の生成ないし発展のあり方を理解するうえで重要な要素であるため、その活
用実績について特に留意して把握することとした。 
 
(3) 【包括的な理論枠組みの構築】 上記により蓄積した私的規範および各種フォーラムの実
態を踏まえながら、それを包括的な理論枠組みへと再構成する作業を行った。具体的には、収集
した種々の私的規範について、①私人の経済活動に与える影響の度合い、②国際・国内法体系に
おける位置づけ、③国家法による受容ないし参照のあり方、④紛争処理規範としての機能、とい
った観点から分析・整理し、法的な一般化・モデル化を図った。また、私的規範形成に関わる各
種フォーラムについても、①完全な民間組織か官民協働の組織か、②どのような内部機関を備え
ているか、③規範作成における意思決定手続のあり方、④紛争処理メカニズムの有無やその制度
設計、といった観点から分類を行い、私的規範がいかなる組織的基盤から生み出されているのか
を明らかにした。このように、第 1次規則と第 2次規則の両面から分析を進めることにより、グ
ローバルな私的規範形成という新たな法領域の構造を立体的に浮かび上がらせることが可能と



なった。 
 
(4) 【グローバルな私的規範形成の正統性に関する検討】 上述の作業により導出したグロー
バル私的規範形成の体系につき、その正統性をいかにして担保しうるかという問題を考察した。
一般に、実定法規としての国内法・国際法は、民主的統制の下に置かれた国家代表者により作成
されることで正統性を保持しうるが、そうした民主政治のプロセスを経ない私的なフォーラム
で作成される諸規範は、当然には正統性を標榜することができない。それゆえ、こうした私的規
範形成では、その意思決定過程において、透明性および説明責任の強化、利害関係者に対する意
見聴取、異議申立手続の整備、第三者機関による監査といった要素を取り入れることで、私人に
よる権威行使の中立性を可能な限り向上させるよう、公的セクターの側から適切な監督を働か
せる必要があるとされる（国内公法学ではこれを国家の「保障責任」ないし「波及的正統化責任」
と名付けて理論化を進めてきた）。本研究では、こうした国内公法学の従来の研究動向を整理す
るとともに、それをグローバルな私的規範形成に関しても応用するためにはどのような改変を
加えることが必要かという点を考察した。そのうえで、各種のグローバルな私的フォーラムにお
いて見られる様々な制度上の実践が、当該フォーラムから生み出される私的規範の社会的正統
性にどの程度貢献しうるかにつき、総合的な評価軸を構築することを試みた。 
 
４．研究成果 
(1) 上述の研究方法に基づき、まず諸規範の収集に関しては、国境を越えた経済活動に影響を
及ぼす私的規範の実例を幅広く渉猟し、分析の材料として整理・蓄積することに取り組んだ。こ
れらの中には、例えば、工業製品や食品の安全規格、企業会計のルール、森林の環境保全規格、
インターネットのドメイン名管理などが含まれる。また、様々な経済分野に横断的に関係しうる
「ビジネスと人権」に関する私的規範に焦点を当て、その淵源や発展プロセス、実定法規（国際
法・国家法）との相互関係、法文化圏ごとのアプローチの違いなどに注目して検討を行った。加
えて、農林水産業及びコーポレートガバナンスの分野における私的規範形成のあり方について
も実証的に調査した。 
 
(2) 次に、規範作成を担うフォーラムの把握に関しては、私的規範の形成に際してどのような
意思決定手続が用いられ、いかなる主体がそこに参加しているのかを明確にするため、関連する
フォーラムの構成や内部規則について幅広く調査を行った。特に、いかなる範囲の人々の意見が
かかる意思決定において反映されるべきか、またマイノリティの側の意見がどのように扱われ
るべきか、といった点に関して、国家の民主政治プロセスとの異同に留意しながら考察を行い、
これを各フォーラムの規範形成の正統性と関連づけて把握することができた。 
 
(3) さらに、理論枠組みの構築に関する検討として、私的主体が関与する規範形成の正統性に
ついて、国内公法学が発展させてきた研究の蓄積をレビューするとともに、国際法学の領域にお
いても様々なアプローチによる研究が現れているため、それらのレビューを通じて、国内公法学
上の視座がグローバルなレベルにおいてどの程度まで有効性を保ちうるのかについて考察を行
うことができた。特に、国内公法学で議論されている公私協働理論に着目し、私的規範形成と公
的コントロールとの組み合わせにより実効性と正統性をともに確保しうる可能性について探究
を深めることができた。 
 
(4) 以上のような研究の遂行を通じて、私的規範およびその作成フォーラムに関する基礎的な
データを、広範な分野にわたって体系的に蓄積することができたと考える。こうした実証的な調
査の結果に基づき、本研究の最終段階では、グローバルな私的規範形成に関するそれらの実例を
領域ごとに特徴づけながら整理・分析し、それに基づいて全体的な理論枠組みをまとめ上げる作
業を行った。これらの研究を通じて、現代における私的規範形成のあり方、及びそこに生じる法
的・社会的課題について、実証的・理論的に把握し考察するための基盤を構築することができた。 
 
(5) 今後は、このようにして得られた本研究の成果を公表するための準備に移っていくことと
したい。 
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